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令和７年度公社認知度及び支援への期待に関する調査 概要

■調査目的
東京都内中小企業における、公社の認知度や期待度を把握し、今後の広報活動の検討やより充実した公的サービスを提供するための判断材料とする。

■調査期間 令和８年２月６日(金)～２月２７日(金)
■調査対象 都内に主たる事業所を置く中小企業のうち、東京都の業種構成に近似するようサンプリングした1,500社
■回答者数 250社（16.7％）※令和５年度：585社/19.5％
■調査方法 郵送調査：アンケートを郵送により発送、返送により回収
■主な質問項目 (１)公社の認知度について (２)中小企業支援機関に期待する支援について (３)情報収集手段について

調査概要

回答企業様の属性

公社の認知度 情報収集手段期待する支援メニュー

認知度
(Ａ＋Ｂ＋Ｃ)
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4.5%

業種 建設業

製造業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

サービス業（他に分類されないもの）

42.3%

50.1%

6.0%

0.7% 0.5%
0.4%

資本金

1,000万円未満

5,000万円以下

1億円以下

3億円以下

5億円未満

5億円以上

17.6%

43.3%24.7%

7.3%

3.7%
2.5%

0.9%

従業員数

0人

5人以下

20人以下

50人以下

100人以下

300人以下

301人以上

4.3%
9.4%

22.1%

15.5%
24.7%

23.8%

0.1%

業歴

5年以内

10年以内

20年以内

30年以内

50年以内

100年以内

100年超

11.2%

16.8%

27.2%

44.4%

0.4%

名前も事業内容も知っていて、利用したことがある（A）
名前も事業内容も知っているが、利用したことはない（B）
名前は知っているが、事業内容は知らない

本アンケートで初めて知った

不明
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16.8% 16.4%
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建設業

製造業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

サービス業（他に分類されないもの）
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